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特 集 Ⅱ

第16回出生動向基本調査（その２）

子ども期の家族の不安定性

―回顧式調査による子世代の家族履歴データの構築とその応用―

斉藤知洋・余田翔平・岩澤美帆

Ⅰ．問題の所在：子どもから見た人口・家族変動の諸相

北欧・西欧先進諸国を皮切りに，グローバル規模で生じた1960年代以降の結婚・配偶関

係構造の変化とそのトレンドを把握することは，人口研究の関心事の一つである．第二の

人口転換論（Leathetage1995）が指摘する中核的な人口変動である未婚化・晩婚化・離

婚率の上昇・婚外同棲および婚外出生の増大は，法的婚姻関係によって結ばれた夫婦の縮

小と流動化を引き起こし，社会成員にとって一次的な福祉追求の集団である家族の形態や

その形成時期・プロセスをより一層複雑なものにしている（Furstenberg2014）．

一連の人口・家族変動を世代（generation）の視点から捉えると，それらの諸変化は

子ども期の家族生活の多様化（脱標準化）に帰結する．晩産・少産化，婚外出生の増加，

そして親世代のパートナー関係の多様化と不安定化により，子どもが所属する家族やその

親族関係は複雑性を増し，子どもたちの間でそれらの様相が幾分異なるものにならざるを
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本稿の目的は，婚姻歴や妊娠・出生歴等を聴取した回顧式調査をもとに，調査対象者の子どもの

家族履歴データを構築し，子どもから見た家族の不安定さ（両親の離死別および再婚の累積経験率）

を推計することである．分析に使用した「出生動向基本調査」（第14～16回）から得られる子ども

ケースの代表性を評価したところ，各調査実施年から遡っておよそ15年以内に出生した子ども

（1995～2021年生まれ）については，人口動態統計の結果と比較しても標本特性に大きな歪み（セ

レクション・バイアス）は無いことが確認された．そして構築した子世代データを用いた推計から

は，2005年以降に出生した子どもはそれ以前の出生コーホートに比べて初婚の母親の履歴に基づい

て観察される両親の離死別経験率が低下していること等が明らかとなった．最後に，子どもがライ

フコース上で経験する家族生活の変化とその量的規模を推計するうえで，回顧式調査から家族履歴

データを構築する方法論が有効な分析ツールであることを指摘した．

キーワード：子ども，家族履歴データ，家族の不安定性，回顧式調査



得ない（Thomsonetal.2014）．1960年代に急激な人口・家族変動を経験した米国では，

出生児の半数近くが青年期までに両親の離婚や再婚を経験しており（Bumpassand

Sweet1989），子どもが生育する定位家族が生物学的両親による初婚継続家族によって代

表されるとはもはや言い難い．

日本においても，高度経済成長期に普及した「家族の戦後体制」（落合 1994）の下で家

族・世帯形成パターンの標準化（核家族化・専業主婦化・二人っ子革命など）が進んだが，

その後，家族集団の安定性は徐々に失われてきた．日本社会が経済の低成長期に突入した

1970年代半ばには有配偶離婚率が上昇に転じ，2000年代には結婚20年後に離婚に至るカッ

プルが約三分の一の水準に達するとの推計結果が報告された（Raymoetal.2004）．また，

年次別婚姻件数に占める再婚（夫妻の少なくとも一方が再婚）の割合が，2005年以降には

四分の一を上回るようになり（厚生労働省「人口動態統計」），婚姻行動の変化と連動する

形で，ひとり親世帯やステップファミリーの量的増加が観察されている（稲葉 2011）．

離婚や再婚，同棲関係の形成・解消は，家族（世帯）が保有する社会経済的資源の増減

や親族関係の解消・再編成をもたらし，それらの諸経験が累積した帰結として，子どもの

身体的・社会情緒的発達やメンタルヘルス，さらには教育達成や自身の家族形成行動に対

して持続的な負の影響を及ぼす（FombyandCherlin2007,CavanaghandFomby2019,

稲葉 2011）．こうした重要性から，子どもが誕生から青年期にかけて経験する家族の不安

定性（familyinstability）の程度やその時代・コーホート変化を推計する家族人口学的

研究が北米・西欧諸国を中心に行われてきた（BumpassandSweet1989,Andersson

2002,Brownetal.2016,Anderssonetal.2017）．

一方，日本では親世代に相当する成人の離婚率および再婚率のトレンドやその集団差に

関する研究蓄積があるものの（Raymoetal.2004,林・余田 2014,余田 2014,斉藤

2023），子どもが経験する家族・世帯の経時的変化を記述した研究はほぼ皆無である．そ

の代わりとして，子世代の人口学的変化を把握する際には，主として静態統計（国勢調査・

国民生活基礎調査など）が参照されることが多かった（例：三世代同居世帯・ひとり親世

帯の割合）．しかしながら，これらの静態統計が提示するのは，世帯・家族類型の分布・

構成に関する「スナップショット」の情報であり，その変化は各調査時点の集約情報を繋

ぎ合わせた家族（世帯）の構成変化を示しているに過ぎない．

本稿では，女性の婚姻や妊娠・出生等の履歴に関する豊富な回答情報を含む国内の回顧

式調査（「出生動向基本調査」）を用いて，子どもから見た家族の不安定性の程度を母親の

諸履歴に基づいて推計することを試みる．以下では，子どもの家族移行経験率の推計に関

する国内外の研究動向と方法論的課題を整理したうえで（Ⅱ節），子世代の家族履歴デー

タ（familyhistorydata，以下，子世代データ）の構築方法について説明する（Ⅲ節）．

そして，構築したデータセットに含まれる子どもケースが標本の代表性（representative-

ness）を満たしているかを確認した上で，両親の離死別および再婚の累積経験率を推計す

る（Ⅳ節）．最後に，回顧式調査から作成される子世代データが持つ利点や人口・家族研

究への応用可能性について言及する（Ⅴ節）．
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Ⅱ．先行研究と研究課題

1. 子ども期の家族の不安定性とその推計

個人が子ども期に経験する家族生活の変化とその量的把握は，1990年代以降，結婚・配

偶関係に関する多相生命表（multistatelifetable）を応用した人口学的分析をもとにな

され，家族の不安定性の程度が評価されてきた（BumpassandSweet1989,Andersson

2002,Anderssonetal.2017）．「家族の不安定性（familyinstability）」は，Wuand

Martinson（1993）が提唱した概念であり，子どもが所属する家族・世帯の動態的変化で

ある家族移行（familytransition）に力点を置く（CavanaghandFomby2019）．より具

体的には，家族の不安定性は観察期間内における，ある家族状態から別の状況への移行の

諸側面――①回数（numberoftimes），②継続期間（duration），③方向（direction）――

に着目し，その移行事象が短期的・頻繁に生じているほど家族の不安定性が増していると

見なされる（Brownetal.2016,CavanaghandFomby2019）．

実証研究において家族移行を指標化する際には，①両親の婚姻・パートナー関係の変化

（離婚・死別・再婚・交際相手の有無），②世帯員（祖父母・兄弟姉妹などを含む）の転入

／転出，③居住地移動などの家族履歴情報が用いられてきた（WuandMartinson1993,

Brownetal.2016,Perkins2017,Raleyetal.2019）．なかでも，両親の婚姻履歴に基づ

く家族移行経験率の推計は，もっとも研究蓄積が厚い領域である（Brownetal.2016,

Anderssonetal.2017）．たとえば，米国を分析対象としたBrownetal.（2016）の推計

によれば，法的婚姻関係にある両親（intactfamily）から生まれた子どものうち，12歳

までに両親の婚姻関係が継続している子どもの割合は54％（1995年）から44％（2000年代

後半）にまで低下している．一方，総出生数に占めるシェアが高まりを見せている婚外出

生の子どもについては，未婚シングルマザーの同棲世帯の形成やその関係解消を頻繁に経

験しやすくなっていることも報告されている（Brownetal.2016:1177-80）．さらに，一

連の家族移行経験率は，黒人や母親の教育水準が低い子どもたちの間で相対的に高く

（Brownetal.2016,Raleyetal.2019），人種・社会経済的階層による家族生活の二極

化も指摘されている（McLanahan2004,FombyandCherlin2007,Furstenberg2014）．

2010年代には，祖父母との同別居や死亡，弟妹の誕生やきょうだいの離家をはじめとす

る世帯構成員の移動を含めた家族移行経験率の推計も行われるようになっている

（Perkins2017,Raleyetal.2019）．それらの諸履歴を加味した推計では，米国の子ども

が18歳までに経験する家族移行回数は平均6.8回に上り，その三分の二近くが両親以外の

親族・非親族の世帯転入・転出（死亡を含む）によって生じていることや，拡大家族世帯

（三世代同居を含む）に所属する子どもほど家族の不安定性を経験しやすいことが報告さ

れている（Raleyetal.2019）．方法論上の新たな動きとしては，個々の家族移行ではな

く，ライフコースにおける各移行事象の発生パターンやその軌跡を潜在クラス分析

（latentclassanalysis）や系列分析（sequenceanalysis）を適用して類型化する試みな
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どが挙げられる（Johnstonetal.2020）．

先に述べたように，日本では同様の推計を試みた研究はほぼ皆無であり，その背景には

調査対象者の婚姻歴や妊娠・出生歴等に関する回答情報を豊富に含む確率標本調査が近年

まで稀少であったことが考えられる．数少ない先行研究として，稲葉（2013）はパネルデー

タである「21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（厚生労働省）を用いて，母子世帯

（父非同居世帯から単身世帯のケースを除外した世帯）の発生率を試算し，2001年に出生

した子どものうち6.2％が小学3年生（9歳）の時点で母子世帯に所属していることを明

らかにしている．また岩澤（2017）も同調査データを使い，調査対象児が誕生した時点で

婚内子か婚外子であったかを区別して，父親の不在／別居，およびそれまでの不在／別居

経験割合を記述している．その集計によると，子どもが5歳半時点での父の不在／別居経

験割合（単身赴任を含む）は，総数では7.3％（調査時点では5.6％），婚内子では6.6％

（同5.0％（そのうち単身赴任が半数程度）），婚外子では80.2％（同63.1％）であった．

2. データの種類と推計上の方法論的課題

子どもの家族移行経験率を推計する方法のひとつは，調査対象者を親世代とみなし，そ

の婚姻歴と妊娠・出生歴等の回答情報をもとに，子どもの家族履歴データ（子世代データ）

を作成することである．その元となる社会調査データは，調査対象者から他の家族成員

（子ども）の詳細情報を収集した「ダイアド集積型」データ（保田 2011）の一種と位置付

けることができる．そして，データの収集方法の観点から整理すると，国外の先行研究に

おいて利用されてきた調査データは，①パネル（縦断的）データ（longitudinaldata）

と②横断的データ（cross-sectionaldata）の二種類に分けられる．以下では，子世代デー

タの構築にあたり，各種データの特徴と推計上の問題点について検討する．

(1)パネルデータの場合

同一対象の個体（個人・世帯）に対して継続的に回答情報を収集するパネル調査では，

調査対象者（親世代）の婚姻状況や出産経験，他の世帯員，居住地等について定期的に聴

取していく．子世代データを構築する際には，各時点（wave）の回答情報から作成され

る家族の経時的情報を子どもの属性情報と突合することになる．それにより，子どもが誕

生して以降に経験したライフコース上のイベント（両親の離婚・再婚，祖父母の死亡，弟

妹の誕生，転居等）をライフ・ヒストリーの形で捕捉することが可能となる．国外の先行

研究で用いられてきた代表的なデータとして，米国の PSID（PanelStudyofIncome

Dynamics）やNSFG（NationalSurveyofFamilyGrowth）などの学術調査に加えて，

各国の統計局が運営・管理する行政記録情報（レジスター）が挙げられる．

パネルデータによる推計は数多く試みられてきたが，その推計上の問題点もいくつか指

摘されてきた（Boertien2020）．第一に，パネルデータを収集するために要する時間的・

経済的コストの大きさである．これはパネル調査一般に共通する問題であるが，子どもの

誕生から青年期にかけての家族履歴データを作成するためには，少なくとも10年以上の歳
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月と調査プロジェクトの運営・継続が必要となる．そして第二に，調査観察期間中におけ

る対象者の脱落（panelattrition）の発生が挙げられる．この脱落は，主に調査継続の協

力拒否や対象者の死亡，そして世帯の転出による追跡不能によって生じ，その発生確率は

家族に関わるライフイベントと密接な関連がある（Anderssonetal.2017）．とくに結婚・

出産や離婚による世帯形成や分離は地理的移動を伴うことが多く，それらに起因する脱落

は家族移行経験率の過小推計に繋がる可能性が高い（Boertien2020）．

日本のパネルデータについても，これらのライフイベント前後の対象者の脱落の大きさ

は決して無視できるものではなく，その発生確率が推計に影響を及ぼすことが繰り返し報

告されている（坂本 2006,坂口 2013,稲葉 2013）．たとえば，先述の稲葉（2013）の分

析によれば，調査開始9年後も調査協力している対象者（第10回調査）は当初の8割程度

であり，各調査年次における調査非協力率は妻の年齢や教育水準，世帯所得が低い層，そ

して母子世帯で相対的に高いことから，対象者の脱落を補正する統計モデルを用いて，母

子世帯の発生確率を推計する必要性を指摘している１）．

(2)横断的データ（回顧式調査）の場合

一方で，横断的データに基づく推計を試みた研究も蓄積されつつある（Andersson

2002,Anderssonetal.2017）．横断的調査では，一度限りの実査で回答者の婚姻・出産

歴について回顧的に聴取する形式を採るため，パネルデータが抱える上記二つの問題（多

大な調査コストと対象者の脱落）は一切生じない．また，親世代にあたる調査対象者の年

齢層を広く設定した調査の場合には，子どもの出生コーホートに基づく比較分析も容易で

ある．

無論，この横断的データについても推計上の問題点が少なからず存在する．まず指摘す

べきは，回顧バイアスや誤記入に起因する測定誤差（measurementerror）の問題であ

る．これらの測定上の問題は高齢者の他にも，複数回にわたる離婚や再婚を経験した者，

異なるパートナーとの間に子どもがいる者（multiplepartnerfertility）など，より複雑

なライフコースを辿ってきた回答者ほど生じやすい（Boertien2020）．また回答負担も考

慮し，調査票に盛り込むことができる質問項目は，初婚年やその離死別年，子どもの年齢

など，回答者がある程度正確に回顧しやすいものに限定せざるを得ない２）．
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1）具体的には，対象者の脱落に対する推計値の補正方法として，逆確率重みづけ法（InverseProbability

Weighting:IPW）（坂本 2006）やヘックマンの二段階推計（Heckman'sTwo-Stepestimation）（稲葉 2013）

などが行われている．また国外では，多重代入法（multipleimputation）によるデータ欠測の補完を行った

うえで，家族移行確率の推計を試みた研究も存在する（Johnston2020）．

2）回答者の婚姻歴や子どもの出生年をともに尋ねている日本国内の学術調査（2000年代以降）は，本稿で使用

する「出生動向基本調査」の他に，「日本版総合的社会調査（JapaneseGeneralSocialSurvey:JGSS）」

（2000，2001，2002，2012年調査）や「第7回社会階層と社会移動全国調査（SocialStratificationandSocial

MobilitySurvey:2015年SSM調査）」（2015年実施），「第4回全国家族調査（NationalFamilyResearchof

Japan:NFRJ18）」（2019年実施）などがある．しかし，JGSS（上記4ヶ年）を除く社会調査では，回答者の

婚姻歴は現在の結婚および初婚，初婚配偶者との離死別の発生年のみを聴取している．



(3)親世代を対象としたデータから子世代の家族履歴データを構築する上での留意点

先述の「21世紀出生児縦断調査」のように，当初から出生児を対象とした調査によって

子どもの家族移行経験の有無を捉えるデータと異なり，親世代を標本抽出の対象とした横

断的データを用いて，その子どもを集計単位とした分析を行うにあたっては，子どもの標

本が母集団を代表するようデータ構築の工夫が必要となる．なぜなら，親世代から「回顧

的／後ろ向き（retrospective）」に収集された子どもの情報は，調査時点から遡ってより

古い出生年次の子どもケースについては，その親である調査対象者はデータ上，若年出生

を経験した層に偏るからである（余田 2018）．

たとえば，調査対象者の年齢層を15～69歳に設定した確率標本調査を2020年に実施する

としよう．その場合，調査実施年（2020年）に出生した子ども（0歳）の情報は，全ての

調査対象者（15～69歳）から聴取することができる．しかしながら，それ以前に出生した

子ども（調査時点で1歳，2歳…，X歳）については，聴取可能な調査対象者の年齢上

限（69-X歳）が徐々に低下することになる．2000年生まれの子ども（X=20）までは，同

年齢上限が再生産年齢人口（15～49歳）を網羅するが，1999年以前に生まれた子どもの情

報については，再生産年齢人口の一部についてデータ欠測が生じていく．結果として，こ

の調査設計下では，1980年生まれの子ども（X=40）の情報については，29歳までにその

子どもを出産した調査対象者からしか得られない．

(4)横断的調査を用いる妥当性

このように，パネルデータと横断的データには子世代データを構築するにあたり，回答

情報の網羅性と調査コスト，そして推計値のバイアスをめぐり，それぞれに一長一短が存

在する．ただし，パネル調査の脱落（attrition）に関する問題に対しては，横断的調査

の回顧式情報の優越性が以下のように指摘されている．Boertien（2020）は，パネルデー

タであると同時に，婚姻・出産歴を回顧的にも聴取したBritishHouseholdPanelStudy

（1991～92年）を用いることで，各種データが持つバイアスの程度を評価した．その分析

結果によると，家族履歴情報を「前向き（prospective）」に収集したパネルデータに基づ

く集計では，先述した対象者の経時的脱落により世帯／ユニオンの安定性を過大に評価し

た推計値が得られることを示し，回顧式調査による測定の方が推計値のバイアスが小さい

と結論づけている．

また，親世代を抽出対象とした横断的調査から得られる子ども情報の代表性については，

後に示すように悉皆調査である「人口動態調査」（厚生労働省）に基づく人口動態統計の

分布が再現できる範囲に分析対象を限定することで，代表性を担保することが可能である．

以上の観点から，親世代を抽出対象とした横断的調査における回顧式情報から子世代デー

タを構築し，子どもから見た家族移行経験率の推計結果を評価することには十分に妥当性

があると考える．
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3. 研究課題

以上の先行研究の動向を踏まえ，本稿では日本国内の回顧式調査データを用いて，二つ

の研究課題に取り組む．第一に，調査対象者である親世代の婚姻歴および妊娠・出生歴に

関する回答情報から，対象者の子どもを集計単位とした家族履歴データ（子世代データ）

を構築する．そして，方法論的課題として指摘されている子世代データの代表性に関して

は，対象母集団に対する標本集団との乖離（非網羅性）を表すカバレッジ誤差（coverage

error）の程度をもとに評価する．

第二に，子世代データを用いて，子どもの誕生から調査時点にかけての家族移行経験率

の推計を試みる．本稿では，日本における家族の不安定化を表す主要な人口動態事象とし

て，①両親の離死別（初婚継続→離別または死別）と②母親の再婚（2回目の結婚）に着

目する．また，これらの家族移行経験率に社会集団・属性間の差異が観察されるかを検討

するために，①子どもの出生年（コーホート），②母親の最終学歴，③母親の第1子婚前

妊娠経験の有無別の推計も行う３）．

Ⅲ．子世代の家族履歴データの構築

1. 使用データと分析対象

使用するデータは，国立社会保障・人口問題研究所が実施した「出生動向基本調査」の

うち，第14回（2010年）・第15回（2015年）・第16回（2021年）の調査票情報である．

出生動向基本調査は，基幹統計である「国民生活基礎調査」（厚生労働省）の後続調査

の一つであり，日本社会における若者や子育て世代の結婚や出産をめぐる行動や意識の実

態，それらの時代的変化を捉えることを目的とした特定一般統計調査である．最新の第16

回調査（2021（令和3）年6月実施）では，「令和3年国民生活基礎調査」の調査地区

（1,106地区，平成27年国勢調査地区から無作為抽出）から選ばれた1,000地区内の全ての

世帯に居住する妻が55歳未満の夫婦（回答者は妻）および18歳以上55歳未満の独身者（男

女）を調査対象とした（第14・15回調査では調査対象の年齢上限はともに50歳未満）４）．

調査票は夫婦票と独身者票の二種類から成り，それぞれの有効回収数（有効回収率％）は，

第14回調査では7,847（86.7％），10,581（74.3％），第15回調査では6,598（87.8％），8,752

（76.5％），そして第16回調査では6,834（72.7％），7,826（55.9％）であった．

本調査では，基本的な社会経済的属性の他に，回答者の妊娠・出生歴や現在の配偶者と

の結婚年月や初婚・再婚の別，そして離死別経験者に対しては初婚配偶者との結婚年月と

離死別年月といった家族履歴情報を詳細に尋ねている．それゆえ，本調査は調査対象者の
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3）他にも，婚外同棲経験の有無は子どもの家族生活の不安定化を促進する重要な要因である（Brownetal.

2016）．しかしながら，使用データの制約上，初婚配偶者との婚前同棲経験の有無やその期間を厳密に識別す

ることができないため，分析から除外した．

4）第16回調査の分析対象について，その年齢上限を第14・15回調査に合わせて50歳未満に限定することも考え

られるが，以下の分析ではその限定の有無によらず，推計結果に大きな差異は見られなかった．



子どもが誕生から調査時点に至るまでに経験する家族の諸変化を捉えた家族履歴データを

作成できる貴重なデータと言える５）．

分析対象は，出生経験がある女性回答者（夫婦調査の妻と独身者調査の未婚・離別・死

別女性）（n=19,948）に限定する．独身者票の対象には男性も含まれるが，子どもは親の

離婚や再婚が発生した場合には，その多くが母親との共同生活を継続すること

（Andersson2002,Brownetal.2016）や，夫婦票には夫の前婚に関する情報や出生歴が

ないことを踏まえ，女性の履歴に基づいて子世代データを作成することとした６）．なお本

調査では，回答者である女性が過去に自身が生んだ子どもについて尋ねていることから，

女性回答者が集計対象となる子どもの生物学的親であると想定できる．

そして，先述の第一の研究課題を検討するにあたり，厚生労働省が実施する「人口動態

調査」（出生票に基づく「人口動態統計」）の公表結果を併せて使用する７）．人口動態統計

は，日本国内で発生した主要人口動態事象（出生・死亡・婚姻・離婚・死産）の実態を明

らかにすることを目的とした基幹統計であり，戸籍法及び死産の届出に関する規程により

届け出られた各事象の全数を対象としている．そのうち，本稿では出生票から集計される

母親の出生時平均年齢を参照基準として使用し，出生動向基本調査から構築した子世代デー

タの代表性（カバレッジ誤差）を評価する８）．

2. 子世代の家族履歴データの構築手順

つぎに，出生動向基本調査から子世代の家族履歴データを作成する方法について，主要

な三つの作業工程に分けて説明する．

(1)子どもの出生年月（月齢）に関する諸変数の作成

第一の工程は，子どもの出生年月（月齢）に関する調査項目の精査である．表1が示す

とおり，本調査から得られる女性の婚姻歴および子どもの月齢に関する情報は，調査票の

種類や調査時点の結婚の種類（初婚・再婚の別）によって異なる．そのため，分析対象者

を①初婚有配偶女性（n=17,188）９），②再婚有配偶女性（n=1,090），③無配偶女性

（n=1,670）に区分し，データセットの整理を個別に行うことにした．
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5）調査票の設計上，死産と出生児を含む出産歴を作成することも可能だが，本稿では出生児に限定した出生歴

をもとに子世代データを構築した．

6）また，出生動向基本調査では，有配偶男性は標本抽出の対象とならず，あくまで調査対象者である有配偶女

性の回答を通じてしか情報を収集することができない．

7）具体的には，「政府統計の総合窓口（e-Stat）」で公表されている年次別確定数の情報を利用した（https://

www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450011&tstat=000001028897，2024年5月4日最終確

認）．

8）人口動態統計の公表値の対象となるのは日本国籍児の出生であり，日本人女性による出生に加えて，日本人

男性と外国人女性との間に生じた出生も含まれる．出生動向基本調査では，国籍によって調査対象者を限定し

ていないものの，調査票は日本語のみであることから，調査対象者が外国籍で日本語での回答が難しいケース

では実質的に調査不能となる可能性が高い．

9）ここでの初婚有配偶女性とは，現在の結婚が妻である女性にとって初婚であることを意味しており，夫の初

婚・再婚の別は問わない．



子世代データを構築するにあたって使用する（回答者の）子どもの情報は，次のとおり

である（表1）．まず①初婚有配偶女性と②再婚有配偶女性については，夫婦票の中で現

在（調査時点）の夫婦の間に生まれた子ども（最大5人分）と現在の結婚以前の子ども

（最大3人分）について尋ねている．そして，③無配偶女性に対しては，これまでに生ん

だ子ども（最大3人分）の情報が聴取されている．これらの回答情報（出生年月）と出生

順位をもとに，各子どもの月齢を表す変数を作成した．なお，回答者の現在の結婚の開始

年月や初婚・離死別年月，最終学歴などの基本属性を表す諸変数10）についても，この作業

工程で併せて作成した．

ここで検討すべきは，回答者が生んだ子どもの総数が本調査で聴取している子ども出生

年月の最大人数を超過しているケースがどの程度存在するかである．たとえば，現在の夫

婦の子どもについては，最大5人分の情報を知り得るが，第6子以降の子どもがいる場合

にはその属性情報は欠測となる．そこで，回答者属性別に子どもの総数を計上し，調査票

設計に起因する子ども情報の欠測の程度を確認した．その結果，初婚有配偶女性および再

婚有配偶女性のうち，現在の夫婦の子ども数が6人以上であると回答したケースは両者合

わせて16ケース（0.1％未満）であり，現在の結婚以前の子ども数が4人以上と回答した

者も11ケース（0.1％未満）であった．同様に，無配偶女性のうち，これまでに生んだ子

ども数が4人以上の者は66ケース（4.0％）であった．したがって，多子世帯における子

ども情報の欠測は最小限に留まり，Ⅳ節の推計結果に及ぼす影響は総じて小さいと推測さ

れる．
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10）本稿の分析では使用しないが，他にも女性回答者（母親）について，本人の現職および初職（最後に学校を

卒業した直後）の就業状況，昨年の年収，現在の祖父母との同別居（③無配偶女性は自身の親のみ），居住地

（人口集中地区（DID）か否か）を表す変数を作成した．さらに，①初婚有配偶女性および②再婚有配偶女性

については，配偶者（父親）の学歴および昨年の年収（現在の結婚相手），夫婦の結婚直後の就業状況，現在

の結婚で生まれた子ども（上位3名）について，妊娠判明時・1歳になるまでの母親の就業状況，3歳になる

までの実母・義母との同別居，実母・義母からの子育ての手助け，そして3歳になるまでの夫の家事・育児頻

度（第16回調査のみ）を表す変数を作成した．

表１ 調査票種別・回答者属性別にみた婚姻・出生歴情報

*

5 5
3 3

3
14



(2)集計単位を子どもとしたデータセット構造への変換

第二の工程は，データセットの集計単位を親世代にあたる調査対象者（母親）からその

子どもに変換する作業である．図1は，本作業で得られるデータセットの基本構造（架空

例）を示したものである．図1のパネル（a）が示すように，元のデータセットでは各調

査対象者（個体番号（親）ID）の回答情報は1行のレコードに格納されており，第一の

工程で作成した各子の月齢を表す諸変数（m_AgeC1-m_AgeC8）が列ごとに保存されて

いる．これらの変数の末尾にある数値（1～8）は，各子の出生順位を表す．

そこで，調査対象者の個体番号（ID）をキー変数として，回答者の子ども1人分の回

答情報が1行のレコードとなるようにデータセット構造を変換した．別の言い方をすれば，

この変換作業は，親世代にあたる回答者（母親）をレベル2，その子どもをレベル1とし

たマルチレベルデータの作成に相当する（保田 2011）．

上記の作業によって，構築された子世代データの基本構造は，図1のパネル（b）とな

る．元のデータ構造（パネル（a））と比較すると，子どもの個体番号（出生順位）を表

す変数（CHDID）が新たに追加され，子どもの月齢情報は共通の変数（m_AgeC）に格

納されている．この架空例に基づけば，2人目の女性回答者（ID=2）からは，子ども2

人（NumCHD=2）の月齢に関して有効回答が得られており，子世代データでは上から2

行目と3行目のレコード（ID＝2，CHDID＝1，2）がその子ども2人分の回答情報を指

している．ここから分かるように，調査対象者の個体番号（ID）が同一のケースについ

ては，それらの子どもは同一の母親から出生した兄弟姉妹となる．なお，夫婦や世帯の社

会人口学的属性を表す諸変数（子の母に関する年齢，子ども数，最終学歴，現在の結婚年
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図１ 調査票情報および子世代データの基本構造（架空例）



月，初婚年月，離死別年月など）は，回答者の個体番号（ID）を共通する子どもケース

間では同一の値が付与される．

(3)子どもの誕生を基点とした母親の初婚持続・離死別持続期間を表す変数の作成

最後の工程では，子世代の家族移行経験に関連する変数を作成する．具体的には，二つ

の家族移行――①初婚継続→両親の離死別（1回目の離死別），②両親の離死別→母親の

再婚（2回目の結婚）――の有無とそのタイミングを表す指標として，各種イベント発生

の有無と初婚および離死別持続期間（単位：月）を表す変数を作成した．初婚持続期間は，

子どもの出生年月を基点として調査年月または両親の離死別年月をもとに作成した．同様

に，離死別持続期間は両親の離死別年月を基点とし，調査年月または再婚年月をもとに算

出した．

ただし，本調査では初婚年月およびその離死別年月と現在の結婚年月を中心に回答者の

婚姻歴を尋ねており（表1），その情報は網羅的ではない．そのため，子どもケースの中

には，母親の婚姻歴と子どもの出生年月の情報に論理的不整合が存在した．その内訳を確

認すると，複数回にわたり結婚経験がある再婚有配偶女性（再婚2回以上）と離死別無配

偶女性（結婚2回以上）が代表的なケースとして検出され11），上記二つの家族移行以外の

時期に出生した子どもケースで論理的不整合が観察された．これらの初婚・離死別持続期

間に異常値が発見されたケースは，集計対象から除外したが，子どもケース全体に占める

割合は0.9％に過ぎない．

以上の作業より構築された子世代データは，1978年から2021年にかけて出生した子ども

36,869ケース（母親（調査対象者）18,879ケース，平均子ども数1.95人）となった．

Ⅳ．集計結果

1. 子世代データの代表性：カバレッジ誤差の評価

つづいて，先述の手順で作成した子世代データについて，標本の代表性を「人口動態統

計」の公表値との比較から評価しよう．ここでの検討課題は，親世代である調査対象者か

ら構築した子ども情報をもとに，通常の無作為抽出によって得られるデータと同様に，記

述分析や統計的検定による分析結果の一般化を行っても差し支えないのかを確認すること

である．

図2は，子どもの出生年次（人口動態統計の調査年次）別に母の出生時平均年齢を算出

したものを，「出生動向基本調査」の各調査回および「人口動態統計」とで比較したもの

である．「人口動態統計」の公表値に着目すると，初婚タイミングの遅れ（晩婚化）を反

映して，母の出生時平均年齢は過去40年間にわたり上昇し，27.9歳（1978年）から32.2歳
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11）参考として，第15・16回調査をもとに再婚有配偶女性および無配偶女性の子どものうち，母親が複数回にわ

たり結婚経験がある（上記条件に該当する）者の割合を試算したところ，それぞれ13.5％，11.1％であった．



（2021年）へと変化している（第1子出生時平均年齢は26.2歳→30.9歳）．こうした晩産化

の傾向は，出生動向基本調査から作成した子世代データでも確認できるが，同データから

算出した母の出生時平均年齢は，子の出生年次が古いほど人口動態統計の公表値との乖離

が大きくなっている．詳しく見ると，2005年生まれの子どもの母の出生時平均年齢は30.5

歳（出生動向：第14～16回）と30.4歳（人口動態統計）であり，二つの調査間で乖離は極

めて小さいが，1990年生まれの子どもでは同平均年齢の乖離は3.3歳まで拡大している．

これらの結果は，調査実施年を基点としてより古い年次に出生した子どもケースほど，そ

の母親である調査対象者は若年出産を経験した層に偏っていることを示している．

調査回別に見ると，調査対象者の年齢上限が50歳未満である第14回（2010年）と第15回

調査（2015年）では，子どもの出生年がそれぞれ1994年，2000年までは人口動態統計との

乖離が±1.0歳の範囲内に収まっている．また，調査対象が55歳未満まで引き上げられた

第16回調査（2021年）では，2001年までは両データ間の乖離は上記の範囲内にある．図3

は，出生動向基本調査（第14～16回）と人口動態統計から得られる母の出生時平均年齢の

差分を子どもの出生年次・出生順位別に示したものである．その結果，1995～2021年生ま

れの第1子ケースについては，人口動態統計との乖離は±1.0歳の範囲内に収まっている．

その一方，第3子については，1999年以前に出生したケースについて両調査の数値の乖離

が相対的に大きくなっている．

このように，親世代のデータから構築された子世代データには，分析対象に含める子ど

ものケース数と標本の代表性との間にトレード・オフの関係が成り立っている．図2と図
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3の集計結果を踏まえると，分析にあたっては第14・15回調査では調査実施年から過去15

年間，第16回調査では過去20年間に出生した子どもケース（それぞれ1995～2010年，2000

～2015年，2000～2021年生まれ，n=24,871）に限定することが代表性を担保するうえで妥

当であると言える12）．

2. 子世代データを用いた家族移行経験率の推計

最後に，子世代データのうち分析対象を，初婚の母親から生まれた子ども（1995-2019

年生まれ）に限定したうえで，二つの家族移行経験率（①初婚継続→両親の離死別，②両

親の離死別→母親の再婚）をカプラン・マイヤー（Kaplan-Meier）法から算出される生

存確率をもとに推計する（家族移行経験率＝1－生存確率）．リスク観察期間はいずれも

144ヶ月（12年）とし，リスク開始は①で各子出生時点，②で両親の離死別発生時点とな

る．分析対象（リスクセット）となる子どもは，①両親の離死別イベントで22,476ケース，

②母親の再婚イベントで1,228ケースである（イベント発生数はそれぞれ1,233／267）13）．

以下では，子の出生コーホート（5年刻みまたは二区分），母親の最終学歴（高校以下／
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出典：「令和4年人口動態統計」（厚生労働省）上巻 出生 第4.19表「出生順位別にみた年次別

母平均年齢」をもとに筆者作成

12）これらの諸条件で集計対象を限定すると，子どもの出生年次・調査回・出生順位によらず，母の出生時平均

年齢と人口動態統計の公表値の乖離は±1.0歳の範囲内におおむね収まった．

13）構築した子世代データの中には，「未婚の母」（婚姻状況が未婚であり，かつこれまでに生んだ子どもが1人

以上いると回答とした者）から生まれた子どもが含まれる（1％未満）．ここでは，母親の婚姻状況の移行経

験率に着目することから，分析から除外した．なお，使用する全ての共変量について有効回答が得られたケー

スに集計対象を限定している．



短大以上），母親の第1子婚前妊娠経験の有無（初婚後7ヶ月以内に第1子が出生したか

否か）別に生存確率の推計（ログランク検定（log-ranktest））を行う14）．
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14）Ⅲ節で述べたとおり，構築した子世代データは母親（調査対象者）をレベル2，その子どもをレベル1とし

たマルチレベルデータであるが，家族移行経験率の推計（Kaplan-Meier法）にあたっては，データの階層構

造を考慮していない．これに対して，「標本の独立性」の仮定（i.i.d.）を満たすために，集計対象を第1子

（長子）に限定して推計を行う方法も考えられる．しかし本稿では，一定の期間内に出生した子ども人口全体

における母親の離婚・再婚経験率の推計に関心があることから，Andersson（2002）やBrownetal.（2016）

と同様に第2子以降を含む全ケースを集計対象とした．集計対象を第1子のケースに限定して推計を行うと，

各イベントの家族移行経験率は全体ケースのそれに比べてやや高く推計されるが（0.4～3.8％），ログランク

検定の有意性検定の結果に変わりは見られなかった．
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図４ 両親の離死別・母親の再婚生起に関するカプラン・マイヤー法の推計結果
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図4が，その推計結果である．まず子どもの出生コーホート別に見ると（上左図），離

死別イベントに関する生存確率のトレンドには統計的に有意差が見られる（p<.001）．す

なわち，古い出生コーホートほど生存確率の低下が大きく，1995～99年コーホートの子ど

ものうち8.7％が，12歳に到達する時点（リスク開始144ヶ月後）までに両親の離死別を経

験している（2000～04年コーホート：8.4％，2005～09年：7.0％）．一方，2005年以降の

出生コーホートではそれ以前のコーホートに比べて，生存確率の低下トレンドが緩やかと

なっており，両親の離死別イベントを経験しにくい様相を呈している．再婚の累積経験率

を見ると（上右図），二つの出生コーホート（1995～2004年／2005～19年）の間には生存

曲線の形状に明確な差異は看取されず，両親の離死別後10年（120ヶ月）以内に35％前後

の子どもが母親の再婚を経験している．

母親の最終学歴別に見ると，離死別（中央左図）および再婚（中央右図）のいずれにつ

いても，二つの学歴階層間で生存確率に有意差が認められる（p<.001）．これらの推計結

果は，非大卒（高校以下）の母親を持つ子どもは，両親との離死別および母親の再婚への

家族移行経験率が相対的に高く，家族の不安定化を経験しやすいことを示している．

また，母親の第1子婚前妊娠経験の有無別に離死別（下左図），および再婚（下右図）

の生起に着目すると，第1子を婚前妊娠で出生した母親を持つ子どもでは，非経験群に比

べて両親の離死別リスクが高く，12歳時点（リスク開始144ヶ月後）までに13.7％の子ど

もが同イベントを経験している（集計対象を第1子（長子）ケースに限定すると17.5％）．

一方，母親の再婚については，両群間で生存確率の推移に明確な差異は見られない

（p>.10,n.s.）．

Ⅴ．結論と考察

本稿では，調査対象者の婚姻歴および妊娠・出生等の諸履歴について回顧的に聴取した

出生動向基本調査を用いて，①調査対象者の子どもを集計単位とした家族履歴データを構

築し，②初婚の母親から生まれた子どもについて両親の離死別および再婚の累積経験率を

推計することを試みた．これらの研究課題に取り組んだ結果，以下の知見が得られた．

第一に，親世代にあたる女性の回答情報から構築したデータセットに含まれる子どもケー

スの代表性についてカバレッジ誤差の観点から検討した結果，回顧式調査であっても適切

に集計対象を限定すれば，その人口動態を高い精度で再現できることが明らかとなった．

母の出生時平均年齢を一つの参照基準とすると，各調査実施年を基点として過去15年（第

16回調査は約20年）以内に出生した子どもケースについては，算出された出生時平均年齢

と人口動態統計の公表値との差異は±1.0歳以内に収まっていた．一連の確認作業を通じ

て，今回使用した三時点分の横断的調査データについては1995～2021年に出生した子ども

ケースについて，その家族移行経験率の推計を行っても差し支えないと判断した．

第二に，母親の婚姻歴（1回目の離死別，2回目の結婚にあたる再婚）をもとに，初婚

の母から生まれた子ども（1995～2019年生まれ）が経験する家族生活の経時的変化をカプ
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ラン・マイヤー法により推計した結果，2005年以降の出生コーホートでは出生（誕生）か

ら12歳までの両親の累積離死別経験率は低下の傾向を示していた．この推計結果は，2005

年前後より生じた有配偶離婚率の低下トレンドと整合的な結果であり（厚生労働省「人口

動態統計」），国外の先行研究で指摘される家族の不安定化（familyinstability）が進ん

だというよりも，むしろその安定化を示すものである．他の共変量に着目した分析からは，

教育水準が非大卒（高校以下）の母親を持つ子どもでは，両親の離死別および母親の再婚

経験率が，第1子を婚前妊娠で出産した母親を持つ子どもでは，両親の離死別経験率がそ

れぞれ高い傾向にあること等が明らかとなった．

これらの結果から，最近生まれた子どもほど親の離婚や再婚を経験しなくなっており，

子どもから見た家族が安定化してきていることは事実である．ただし，この間，未婚化や

少子化が進み，親が高学歴化し，第1子に占める婚前妊娠の割合が減るなど（厚生労働省

2021），親や出生児の特性に関する構成変化も起きている．それゆえ，子どもが経験する

家族の安定化に対しては，リスクセットに含まれる子どもの変化（セレクション）にも目

を向けて，慎重に解釈する余地が残される．すなわち，稲葉（2021）が再婚について指摘

したように，安定的な家族関係を維持することが可能であると判断された場合のみ結婚が

選択され，反対にそうした家族関係の維持が困難であると判断された場合には結婚や出産

が回避されている可能性も視野に入れる必要がある．

Ⅱ節で述べたとおり，子どもが経験する家族生活の変化とその量的規模を推計するにあ

たっては，国外では同一個体を追跡するパネルデータを用いることが主流であったが，調

査実施に伴う時間的・経済的コストの大きさや対象者の脱落（panelattrition）に起因す

る推計値のバイアス等の課題が度々指摘されてきた（Boertien2020）．本稿の分析からは，

回顧式調査データを用いることで，パネルデータが抱えるこれら諸課題を回避したうえで，

調査対象者の子どもが経験するライフコース・イベントの発生率を推計することが十分可

能であることが示された．さらに，構築した子世代の家族履歴データには，政府の基幹統

計（国勢調査・人口動態統計など）に比して，世帯および世帯員の社会人口学的属性（母

親の初職，祖父母の同別居，世帯収入，居住地（DID）など）に関する回答情報が豊富に

含まれている．それは，日本社会の人口動態の様相を複数の属性別に分析することが可能

であることを意味しており，子どものウェルビーイングとの諸関連を多角的に理解するこ

とを志向する人口・家族研究にとって，同データは非常に有益であると考えられる．

本稿の一連の分析を通じて，回顧式調査に基づく子世代の家族移行経験率の推計に向け

た方法論的基盤は十分に整備されたと言える．今後はデータ欠測や回顧バイアスを含む測

定誤差が推計値に及ぼす影響力や，先述の子どもの諸特性に関する構成変化（セレクショ

ン）を考慮した詳細な分析を進めることが求められる．さらに反復横断的調査の特性を生

かして，2020年代以降の子どもの家族生活の動向を引き続き注視していく必要もあるだ

ろう．

（2024年7月16日査読終了）
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付記

使用した「出生動向基本調査」の個票データは，国立社会保障・人口問題研究所調査研究プロジェ

クト「出生動向基本調査プロジェクト」のもとで，統計法第32条に基づく二次利用申請により使用

の承認（令和 6年 6月27日）を得たものである．なお，本研究は JSPS科研費（基盤研究

C22K01851）の助成を受けた．
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ChildhoodFamilyInstabilityinJapan:
ConstructionofFamilyHistoryDataforChildrenbyRetrospectiveSocial

SurveyandItsApplication

SAITOTomohiro,YODAShoheiandIWASAWAMiho

Theaimsofthisarticlearetwofold:(1)toconstructfamilyhistorydataforthechildrenof

surveyrespondentsusingaretrospectivesocialsurveythatgatheredinformationonmaritalhistory,

pregnancy,andchildbirthhistory,and(2)toestimatethecumulativeratesofparentalseparation,

divorce,andremarriage,therebyevaluatingthedegreeoffamilyinstabilityfromtheperspectiveof

children.Weobtainedthefollowingresults:First,evaluatingtherepresentativenessofchildcases

fromthecumulativedatasetsof"TheJapaneseNationalFertilitySurvey"(the14th・16throunds),

conductedin2010,2015,and2021respectively,indicatednosignificantselectionbiasinsample

characteristicsforchildrenbornwithinapproximately15yearspriortoeachsurveyyear(1995・

2021)comparedtovitalstatistics.Second,estimatesusingthiscohortdatarevealedthatfor

childrenbornafter2005,theratesofparentalseparationordivorce,basedonthemaritalhistories

offirst-marriagemothers,decreasedcomparedtoearlierbirthcohorts.Inconclusion,itwas

highlightedthatconstructingfamilyhistorydatafromretrospectivesocialsurveysservesasan

effectiveanalyticaltoolforestimatingchangesandthequantitativescaleoffamilylifeexperiences

childrenundergo.

Keywords:children,familyhistorydata,familyinstability,retrospectivesocialsurvey


